
「事故・急病等の対応体制構築に向けた実証事業」調査業務（概要版１）

【調査背景と目的】
北海道においては急激な訪日外国人旅行者数の増加で、空港・交通・宿泊施設等の容量確保や受入環境で様々な問題が顕在化してきている。昨年3月に政府が示した「明日

の日本を支える観光ビジョン」においても「急患等にも対応出来る外国人患者受入体制の充実」が求められている。今後、北海道において益々増加が予想される個人旅行客やドライ
ブ観光に対応するためにも、北海道における訪日外国人傷病者の受入体制の現状を把握するとともに、課題を整理し、医療通訳対応の実証実験により、地域における体制構築のモ
デルを作り上げ、全道各地に普及させることで、受入環境整備の促進を図ることを目的とする。
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【業務概要】

北海道経済部観光局「http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/kkd/gaikokujinshukuhaku.htm」より作成
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「事故・急病等の対応体制構築に向けた実証事業」調査業務（概要版２）

道内外の訪日外国人医療受入体制調査 （道内の訪日外国人医療受入体制アンケート調査）

病院 有床診療所 無床診療所 合計

アンケート発送数 564 441 9 1,014

内訳比率（％） 55.6％ 43.5％ 0.9％ 100％

回収数 329 249 7 585

内訳比率（％） 56.2％ 42.6％ 1.2％ 100％

回収率 58.3％ 56.5％ 77.8％ 57.7％

あり, 390施設, 
67%

なし, 180施設, 
31%

不明, 

15施設, 
2%

外国人患者受入れ状況

（N=585）
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受診者の最も多い国･地域別の施設数比率（N=390）

＜集計結果＞【北海道における訪日外国人及び医療機関の概況】

◆訪日外国人：外国人来道者数は平成24年度以降増加傾向にある。
・平成27年度の国・地域別外国人宿泊客延数は台湾、中国からの来道者で約半数を
占める。
・市町村別外国人宿泊客延数：札幌市が全道の約4割を占める。
◆医療機関（無床診療所を除く）：1,005施設
・札幌市をはじめ旭川市や函館市等の都市部に集中している状況にある。

＜回収結果＞

【全道医療機関アンケート調査】

＜調査概要＞
対象：道内1,014医療機関
調査期間と方法：平成28年9月に郵送法により実施
回答数：585施設（回収率57％）

＜集計結果＞
① 外国人患者受入の実態

・平成25～27年度の3年間で外国人患者を受け入れた病院等の割合は7割近くあった。

・外国人患者を受け入れたことのある病院等の数は平成25年から平成27年にかけて微

増傾向であり、逆に受入なしと回答した施設は減少傾向であった。

・外国人患者の国・地域別では中国と回答した施設が6割を超えていた。

・診療の際の通訳は、「患者本人」「添乗員等同行通訳」「医師等院内スタッフ」の順に高

い割合となった。

・「翻訳タブレット」「指さし会話集」「通訳派遣制度」「電話医療通訳」の活用については、

いずれも1割程度の割合であった。
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「事故・急病等の対応体制構築に向けた実証事業」調査業務（概要版３）

「公益財団法人三重県国際交流財団（MIEF）」
・「三重県環境生活部」

「札幌東徳洲会病院」 「函館新都市病院」

①2013年から本格的な外国人
傷病者受入に向け「国際医療支
援室」を開設 ９言語・１２名

②2016年、札幌市との外国人患
者の受入に関する協定を締結し、
多種多様な国・地域からの外国
人傷病者の受入を進めている。
「外国人傷病者受入実績」
・2016年 1,054人

①ロシア極東地域からのメディカル
ツーリズム（健診・医療目的観光）から
始まったが、結果として英語・中国語対
応も強化され、現在ではトラベルメディ
カル（外国人観光客の急患）や在住外
国人患者受入も増加

②国の事業で作成した「外国人患者受入
のための病院用マニュアル案」「外国
人患者受入参考書」を積極的に活用

・

①医療パートナー制度
医療通訳派遣制度）
通訳料～2時間まで3,000円、
延長1時 間につき1,500円
交通費一律1,500円
派遣に当たっては「医師賠
償責任保 険の対象となる
医療行為の補助者」と位置
づけることが前提
②医療通訳のスキルアップを
最重要課題とし、毎年5日間
の研修を実施。また、通訳
者の試験を行い、上位者の
みを派遣。
③県内各医療機関の外国語
対応について「◎言葉に不
自由なく診療が可能」「○：
日常会話程度の会話力で
はあるが診療が可能」の
２段階に分けて表示。

・各医療機関毎の対応に委ねるので
はなく、行政（自治体等）が主導して
外国人患者の受入環境整備を進め
ていくことが重要である。
・外国人患者の受入にあたっては、
地域全体としての環境整備が必要
であり、行政（自治体等）が主導の
もと拠点病院となり得る病院等の
確立や、体制整備に向けた各種補
助・支援制度が必要である。
・行政が中心となり地域内における
外国人患者の受入可能な病院等の
情報について、見える化を実施す
るとともに、関係者間で共有する
システムの構築も必要である。
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文化・風習に関する相互理解（156施設）

その他（35施設）

外国人患者受入れのために必要な事項（複数回答）（N=585）

道内外の訪日外国人医療受入体制調査 （道内の訪日外国人医療受入体制アンケート調査）

道内外の訪日外国人医療受入体制調査 （外国人患者受入先進事例調査）

＜集計結果＞
② 外国人患者の受入意向について
・外国人患者の受入意向については、「緊急時であれば受け入れる」との条件
付きでの受入も含めると、受け入れる意向のある施設は約6割であった。
・外国人患者を受け入れるにあたって必要な事項として、「地域における医療
通訳派遣サービス事業」と回答していた施設が 67％と一番多く、次に「外
国人対応可能な医療保険」「電話による医療通訳サービス」「文化・風習に
関する相互理解」の順となった。

③ 外国人患者の受入に対する懸念事項
・中国語、ロシア語等の英語以外の言語対応に苦慮してる旨の記載が多く見
受けられた。
・医療用語の特殊性から、通常の通訳で対応できるか懸念する声もあった。
・外国人のマナーに対する懸念やトラブル発生への懸念もみられた。
・医療費未払いに関する不安が見受けられた。

＜集計結果＞【全道医療機関アンケート調査】
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「事故・急病等の対応体制構築に向けた実証事業」調査業務（概要版４）

道南地域におけるヘルプデスク実証事業

・利用実績は極めて低い状況であり、外国人旅行者へのアンケート調査結果においても
認知度は極めて低い結果となった。
・行政等の主導のもと既存制度の検証を実施し、関係者や外国人患者にとって活用しや
すい制度へ改善していくことも必要である。
・病院等が活用しやすい制度とするために、医療通訳としての専門性を高め、信頼性の
あるレベルにすることが必要。

【ヘルプデスクとは】
函館市が2015年から実施して
いる事業で、在住外国人また
は外国人観光客が緊急に医
療等を必要とする場合、通訳
者派遣手配を行う、２４時間
対応の有料サービス事業。
対応言語は、英語、中国語本
土、中国語台湾、韓国語、ロ
シア語、タイ語、タガログ語、
ミャンマー語、フランス語の計
９言語。

利用
実績

2
問合せ
件数

７

【目的と調査概要】
北海道新幹線の開業により、新幹線を利用する訪日外国人個人旅行客が飛躍的に増加する
ことが想定されることから、すでに函館市が実施している「ヘルプデスク」を道南地区に拡大し、
地域全体での「安全・安心」体制を確立・強化する実証実験を行い、本デスクの拡大実施の可
能性と事業推進上の課題等を明らかにする。
①拡大地域：
・北斗市・木古内町（北海道新幹線駅所在地）
・七飯町（訪日外国人旅行者の多い大沼地区を含む）
②実証実験期間：平成28年7月～12月の6カ月間
③告知・宣伝の強化
「案内カード」3万枚「ヘルプデスク案内パンフ」3,000枚を作成し、上記
対象地域の医療機関・行政機関・観光協会・宿泊施設・交通機関等
203箇所に配布。
④サポート体制の強化
拡大地域に対応するため北海道国際交流センターで新たに通訳者を
募集し、併せて研修会を実施。
実施日：平成28年9月4日（日） 参加１４名
講師：ＭＩＣかながわ 医療通訳者 アビー・ニコラス・フリュー氏

ヘルプデスク派遣地域拡大実証実験概要

函館市（２０１５年から実施）
北斗市・七飯町・木古内町

（拡大地域）
医療機関

ヘルプデスク
登録通訳者

函館市・北斗市
七飯町・木古内町

ホテル
バス会社

タクシー会社
観光施設
観光案内所
救急隊員

（ﾁﾗｼ・カード配布先）

訪
日
外
国
人
傷
病
者

ヘルプデスク事務局事務局
（北海道国際交流センター）派遣依頼

派遣
サポート

業務委託

函館市

派遣
サポート

派遣指示
結果報告

派遣依頼

派遣依頼

診察
治療

告知・宣伝

周知

【ヘルプデスク運用状況調査】
『外国人旅行者へのアンケート調査結果』（ｎ＝３１５）
・ヘルプデスクの認知度

『関係者へのヒアリング結果』
ヘルプデスクのことは承知しているが患

者さん負担で有料であることや、紹介した
通訳者が医療用語を誤訳し医療事故に
繋がるのではないかという心配や、誤訳
したことで責任を追及されるのではない
かなどの懸念があるためなかなか依頼す
ることが出来ない。

はい
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無回答

5人

1%
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受信する医療機関

着地での観光案内所や宿泊施設

着地での空港や駅の案内所

SNS

インターネットサイト

自国の旅行雑誌・ガイドブック

認知しやすいヘルプデスクの周知方法（N=292（複数回答）

認知しやすい周知方法 一番入手しやすいもの
人
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「事故・急病等の対応体制構築に向けた実証事業」調査業務（概要版５）

釧路市における外国人傷病者電話医療通訳サービス導入実験事業

・電話医療通訳サービスは、専用の電話番号にダイヤル
するだけで、各言語の医療通訳者へ接続される仕組み
であることから、医療スタッフが簡便に安心して利用する
ことができ、また、迅速に患者へ処置等を施すことができ
ており、利便性は極めて高かった。
電話のスピーカー機能を使うことで、医師・看護師・外国
人傷病者（患者本人）が同時に情報共有することで
診療に役立ったとの報告があった。
・電話医療通訳サービスは個々の病院等で医療通訳の
確保を行わなくて良いことに加え、迅速性、利便性の面
から非常に有効な手段であった。今後は地域の中におい
て派遣通訳制度等との総合的な利用も含め、より発展
的な環境整備を考えていくことが必要である。

英語 中国語 ﾛｼｱ語 その他 合計

延べ利用回数 11 29 2 2 44

利用実人数 5 8 2 1 16

【事業背景と調査概要】

釧路市のような地方都市における通訳者の確保には、地域の人材、地理的・時間的な制約など様々な課題を有しており、
ましてや高度な通訳技術や専門性を要する医療通訳者を日常的に確保することは極めて困難なため、電話医療通訳に
対するニーズ、利便性等の検討を行った。
・実証実験実施期間：平成28年7月11日（月）～ 平成28年12月31日（土）
・参加医療機関：
①市立釧路総合病院、②釧路労災病院、③釧路赤十字病院、 ④釧路孝仁会記念病院、⑤北海道立阿寒湖畔診療所
・電話医療通訳サービス及び提供事業者： 一般社団法人 JIGH「mediPhone（メディフォン）」
・告知宣伝：案内チラシ（3000部）を作成し、釧路管内の関係機関に配布

【mediPhone（メディフォン）】について
医療政策シンクタンクである一般社団法人JIGHが
サービス提供する「mediPhone（メディフォン）」
は、電話又はウェブサイトから利用登録をした医療機
関が、指定の専用ダイヤルに電話をかけると、希望す
る言語の通訳者へつながる事前予約が不要な医療通訳
サービス。
対応言語(全8言語対応)：英語、中国語、韓国語、ベ
トナム語、ロシア語、ヒンディー語、スペイン語、ポ
ルトガル語（英語・中国語・韓国語は24時間対応）

【外国人傷病者受入研修会】
初動対応のあり方や、電話医療通訳の理解を
より一層深めることで、外国人傷病者の受入
を円滑にする
・開催日：平成28年9月27日（火）
・開催場所：釧路市観光国際交流センター会議室
・対象者：実証実験参加医療機関、釧路市通訳者登

録制度登録者等
・参加：35名
・講師：一般社団法人JIGH
（mediPhone担当）清野紫苑氏

・研修会内容：
①医療機関における外国人患者の
受け入れ状況及び体制整備

②医療通訳サービスmediPhone
の紹介と質疑応答

【利用者アンケート結果】
・来訪目的(N=12) ・医療保険の加入の有無(N=12) 

・電話医療通訳サービスの感想(N=12) ・役に立ったという理由(N=10) 

【関係者ヒアリング】
①医療機関からの主な意見
・医療を専門とする通訳者だったため、やり取りがスムーズであった。
・通訳者が、電話をかける度に異なるので、同じ通訳者であると良い
と感じた。
・入院病棟等で医師がいない場合、看護師が利用して円滑に対応す
ることができた。
・唯一課題と感じたのは、通訳者への接続に時間がかかることで
ある。通話時間を短くするためにも、言語別問診票があると良い。
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⑤その他

④市内在住者

③長期ビジネス

②短期ビジネス

①観光
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③利用しなかった（わからない）

②役に立たなかった

①役に立った
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③ その他

② 病院内の諸手続におけるコミュ

ニケーションがスムーズにできた。

① 診察におけるコミュニケーション

がスムーズにできた。
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「事故・急病等の対応体制構築に向けた実証事業」調査業務（概要版６）

調査事業のまとめ

『医療通訳派遣サービスの特徴』
【メリット】 ・対面で行うため医療機関及び患者の安心度が高い。

・入院患者等、継続的な使用に適している。
【デメリット】 ・地域単位での多言語の人材確保・育成が困難である。

・現場到着まで時間を要する場合が多いことから、緊
急時の対応が困難。

『電話医療通訳サービスの特徴』
【メリット】 ・24時間対応を含め、利用できる時間帯が比較的長い。

・多言語の人材確保や対応が比較的容易である。
・緊急時の対応に適している。

【デメリット】・対面ではないため医療機関及び患者の不安感がある。
・対応通訳者が都度変わるので、継続的な利用には不向。

『全道医療機関アンケート調査』
◆来道外国人旅行者の増加に伴い、外国人患者を受け入れ実績のある病院等も微増。
◆病院側の意向としても外国人患者を受け入れざるを得ない状況を認識。
◆英語以外の言語対応（特に中国語）に苦慮している。
◆外国人患者を受け入れるにあたり、① 地域における医療通訳派遣サービス、② 外国人
対応可能な医療保険、③ 電話による医療通訳サービス、 文化・風習に関する相互理解
の順に必要とされている。

『道南地域におけるヘルプデスク実証事業』
◆利用実績は極めて低い状況であり、外国人旅行者へのアンケート調査
結果においても認知度は極めて低い結果となった。

◆行政等の主導のもと既存制度の検証を実施し、関係者や外国人患者
にとって活用しやすい制度へ改善していくことも必要である。

◆病院等が活用しやすい制度とするために、医療通訳としての専門性を
高め、信頼性のあるレベルにすることが必要。

『釧路市における外国人傷病者電話医療通訳サービス導入実験事業』
◆簡易な仕様であり医療スタッフが安心して利用でき、利便性は極めて
高かった。

◆電話医療通訳の発展的な利用に関する可能性も高いと考えられる。
◆外国人側の視点からも有効な手段であったと考えられる。
◆個々の病院等において他言語に対応できる医療通訳者の日常的な確
保は困難であり、病院等においても有効な手段であった。

『外国人患者受入先進事例調査』
◆行政機関が中心となり外国人患者の受入可能な病院等の情報について分
かりやすく見える化するとともに、情報を関係者間で共有できるシステムの構
築が必要。

◆行政等の主導のもと、外国人患者の受入環境整備（医療通訳人材育成、
外国人対応可能医療機関の周知等）を進めることが重要。

◆地域単位で外国人患者の受入環境整備を進めるにあたり、全ての病院を
一様に整備するのではなく、拠点となる病院の存在が重要。

『現状と今後の方向性』
◆現状においては不安を感じながらも何とか対応している中、個々の病院等として単独での受入環境整備には限界があり、
特に地域で英語以外の多言語スタッフを整備することは極めて困難。

◆医療通訳者の確保・育成においては、行政が主導のもと、地域内における拠点病院の確立を含め対応をしていくことが必要。
◆電話医療通訳サービスは、実際に使用しないと不安感が強いため、行政による初期導入費用負担等の対応が有効。
◆行政としての役割は既存サービスの検証に加え、現状における外国人対応可能医療機関を地域毎に整理するとともに、
外国人だけではなく広く各関係者へ周知することが必要。

◆「医療通訳派遣サービス」と「電話医療通訳サービス」においては、病院の規模、患者の状況、地域の実情等の様々な状況に
応じて選択し、両方のサービスが共存する体制が理想的。
【参考モデル】
地域の比較的大規模な病院を拠点病院とし、そこに医療通訳者を集中的に確保する中で、状況に応じ周辺の病院等へ
医療通訳者派遣や電話医療通訳において対応する。
地域で対応不可能な言語等については外部の電話医療通訳サービスを活用する。


